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論 文 内 容 の 要 旨 
 
1. 研究背景 
近年中国では都市化が急速に進んでいる。1949年に中国の都市化率は10.6%で、1978年に
17.9%に、そして2015年に56.1%に達した。すなわち、1978年から2015年にかけて、都市人口が6億
人近く増えた。この急速な都市化には二つ原動力がある。一つは農村部から都市部への膨大な
流動人口である。そしてもう一つは都市開発活動である。1981年から1999年にかけて、中国にお
ける市街地の面積は平均毎年800㎢で膨張している。そして2000年以後、増加率が約2倍の1700
㎢になった。これによって、2億人以上の農民は地元を離れずに都市住民になった。一方、開発
によって、多くの失地農民は従来の生活手段である土地を失い、農外就労する際に学歴が比較
的低いため、定職に就けずに不安定な生活を送る状態に陥った。つまり、失地農民は新都市住
民になった途端、都市社会の弱者層になった。 
また、近年の中国の最も活発な都市開発活動動は新市区建設である。経済が発達している大
都市にとどまらず、内陸の中小都市も新市区などの都市開発計画を推し進めている。しかし、中
国では長い間に都市計画を制定する際には物理的空間を重視する一方で、社会的側面（たとえ
ば、社会的不平等、都市社会構造など）への関心が薄いとしばしば指摘されてきた。特に計画的
に形成された新市区では、長い期間で自然に形成された都市（旧市区）と違い、社会的側面への
配慮不足だと、社会構造の偏りが更に起きやすいと考えられる。一方、中国における新市区開発
に関する研究の多くはその発展の原動力や物理的計画などにあり、社会構造や住民の居住体験
などの視点からの考察、評価が比較的少ない。 
さらに、失地農民の現状については多くの研究成果が累積されてきたが、既存研究の中に都
市近郊または城中村の失地農民を研究対象にした研究が多いが、新市区に居住する失地農民
を対象にした研究はまだ少ない。また、失地農民の居住現状に対する考察の多くはその過去の
生活経験と比較するものである。居住格差是正の観点からすると、新都市住民である失地農民の
居住体験は過去の経験と比較するよりも、一般市民と比較する必要があると考えられる。しかし、
失地農民と一般住の居住体験における差異ついては、まだ詳しく検討されていない。 
2. 研究目的と課題 
本研究は中国都市新市区住民である失地農民と持家世帯に着目し、新市区の住民構造の現
状とその形成過程を解明することを目的とする。そのため、下記の4つのリサーチクエスチョンを提
示した。 
①新市区開発が失地農民の居住にいかなる影響を与えたか？ 
②新市区の新都市住民である失地農民と一般住民である分譲住宅の住民は、社会経済属性、ラ
イルスタイル、居住満足度において、どのような点で異なるか？ 
④新市区住民は、なぜ旧市区ではなく、新市区居住を選択したか？ 
⑤定住意識からみると、新市区の住民構造はどうなっていくか？移住したい住民はいかなる特徴
をもっているか？ 
これらのリサーチクエスチョンを解明するため、研究内容は主に3つの部分からなる。第一に、
新市区開発による失地農民に着目し、彼らの居住空間、社会経済状況を調査し、新市区開発が
失地農民に与える影響を分析した。また、失地農民と一般住民（持家分譲住宅住民）を比較し、
彼らの経済社会属性、ライフスタイルおよび居住体験における差異を明確にした。そして、社会公
平の観点から新市区開発政策を評価し、居住格差を是正するための方策を挙げることを試みる。 
第二に、都市新市区の新住民である分譲住宅住民に着目した。彼らは失地農民と違い、自ら
新市区居住を選択した。そのため、新市区における持家新住民の居住地選択行動の解明は新
市区の社会構造の形成過程の理解と行方の予測に重要だと考えられる。そこで、新市区が建設
されてから住宅を購入した世帯で、旧市区居住世帯と新市区居住世帯の居住地選択の重視要素、
生活様式および個人・世帯の特性を比較したうえで、ロジスティック回帰モデルの構築を通じて、
新市区居住を選択した住民の特徴と要因の分析を試みた。 
最後に、住民の定住意識分析を行い、新市区の住民構造の行方の予測を試みた。 
3. 研究方法 
本研究の研究方法として、主にアンケート調査、比較分析および実証分析を使用した。 
①アンケート調査 
事例都市である南昌市において2回のアンケート調査を実施した。第1回のアンケート調査は主
に新市区住民の居住満足度と生活利便性について調査した。第2回目のアンケート調査は第１回
アンケート調査の結果を踏まえ、より詳しい住民属性、住宅選択行動や生活スタイルなどを調査し
た。調査票は添付資料にある。また、第１回のアンケート調査の対象は新市区住民のみである。
第２回のアンケート調査は、新旧市区の住民を比較するため、新市区住民だけでなく、旧市区の
も住民も調査した。 
②比較研究 
・新市区の旧住民である失地農民と新住民の社会経済属性、居体験、ライフスタイル 
・旧市区と新市区の持家世帯の住宅選択行動、ライフスタイル、個人・家庭属性 
③実証分析 
２項ロジスティク回帰モデルを用いて住民の居住選択行動モデルの構築 
4. 分析結果 
（1）新市区開発が失地農民の居住状況に与える影響 
半数程度の失地農民は住環境が改善されたと感じたが、悪化したと感じた住民も1割以上存在
した。他項目に比べて「安全性」が悪くなったと感じた住民が最も多く16.2%を占めた。一方、最も
改善された項目が子供の教育環境であった。なお、居住状況が以前とあまり変わっていないと思
う住民は4割前後いた。 
また、住宅状況に関しては、「住宅のデザイン」に満足しているが、「住宅所在階数」に不満が多
かった。また、新市区における公共施設の整備がまだ不十分であるため、公共施設（教育施設以
外）について我慢していると感じる失地農民が多かった。 
つまり、新市区開発は多くの失地農民の居住環境を改善したと言えるが、一方で、新市区の開
発成果を実感していない住民も一部存在した。 
（2）失地農民と一般住民が、社会経済属性、ライルスタイル、居住満足度における差異 
失地農民と一般住民の間で、教育水準、職業状況および世帯収入が大きく異なることがわかっ
た。これは多くの先行研究の結果と一致していた。 
また、両コミュニティのライフスタイルにおいて、大きな差異が確認できた。一般住民は失地農
民に比べて、「幸せだと感じる」、「生活が安逸で快適」、「職業に満足している」、「耐久消費財の
多くが高級品」、「家に装飾や絵画などがある」、「よく名品店で買い物する」、「よく体育館・ジムに
行く」および「外出の際に自動車を利用できる」に一致する傾向が高かった。一方、失地農民は
「休日によく麻雀をする 」、「休日によくテレビをみる」に一致する傾向が高かった。これは両コミュ
ニティの経済社会属性、価値観および生活経験の違いによる結果だと考えられる。 
さらに、居住体験において、失地農民と一般住民を比較して、居住における格差が大きいことも
わかった。特に、緑化環境、治安状況および住宅状況に対する満足度における相違が大きかっ
た。 
（3）新市区住民が新市区居住を選択した原因 
まず、 個人・家庭の特性からみると、住宅面積が90㎡より大きく、夫の職業が自営業（管理職
に参照）である住民は、旧市区に居住する確率と比較して、新市区に居住する確率が高かった。
一方、自動車利用の可能性が低く、世帯収入が低い住民も新市区居住する確率が高かった。す
なわち、都市富裕層と貧困層は共に新市区に居住する傾向があると考えられる。ただし、新市区
における分譲住宅の持ち家世帯の中、自動車利用の可能性が低い住民の割合は約3割で、世帯
収入が低い（5000元未満）住民が約2割であった（6.3.3節）。すなわち、新市区における分譲住宅
の持ち家世帯中で、都市貧困層世帯は少数で、多くの世帯が都市富裕層であると考えられる。 
また、住民の経済状況はそのライフスタルに影響を与えると考られる。そのため、ライフスタイル
からみると、消費パターンが高級志向であり、また、娯楽方式が上品である住民は、旧市区に居住
する確率と比較して新市区に居住する確率が高かった。 
さらに、居住選択の重視要素の観点から考えると、教育施設を重視する住民およびアクセシビ
リティを重視しない住民は、旧市区に居住する確率と比較して、新市区居住する確率が高かっ
た。 
（4）新市区住民の定住意識 
新市区住民の中、定住意識が不明確な人が多く、半数程度を占めた。夫の職業が肉体労働者
である世帯および特定目的で住宅を購入した世帯は、長期的な定住意識が不明確になる可能性
が高いと考えられる。 
また、明確な定住意向を有する回答者の中、旧市区居住と新市区居住を問わずに分譲住宅住
民の定住意識が強かった。また、新市区において、明確な定住意向を有する回答者の中、分譲
住宅住民（一般住民）と再定住住宅住民（失地農民）の両者で、共に高い定住意識を示した。な
お、現住宅の状況より、住民の個人属性と居住環境における体験は、その定住意識に影響を与
える可能性が高いと考られる。 
（5）新市区における社会空間構造） 
計画的に形成された新市区では、社会‐空間構造における偏りが起こりやすい。新開発による
失地農民の多くは新市区の縁辺地区に位置する再定住住宅に集中する一方、開発成果に誘引
された都市富裕層である住民は分譲住宅に集中する。二つの住民層の間では、教育、職業など
の社会属およびライフスタイルにおいて、大きな相違が観察された。すなわち、新市区における居
住分化が確認できた。また、失地農民向けの再定住住宅の特徴（所有権、環境的特性）によって、
再定住住宅団地における貧困層が拡大しかねないと考えられる。さらに、新市区における優良な
教育資源の不均衡により、区間‐社会階層の構造が固定化してしまう恐れがある。なお、定住意
識からみると、両コミュニティにおいて、定住意識が明確である住民は高い定住意識を示した。す
なわち、新市区における居住分化は、別格な政策を出さなければ、自然には緩和されにくいと考
えられる。 
 
 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
急速な都市化が進行している中国では、都市近郊農地を転用した新市区建設が活発に行わ
れているが、そこでの住民構成や居住意識等に関する実証研究は多くはない。本論文は、江西
省南昌市・紅谷灘新区をフィールドとして、中国の都市開発政策の現状を踏まえ、収用補償で再
定住住宅を得た失地農民と新たに分譲住宅を購入して転入した持家世帯とが新市区で混住する
実態を詳細に分析し、新市区の住民構造の現状とその形成過程の解明を目指している。そのた
め、計量書誌学的分析も含めた先行研究の検討と課題の整理を行った上で、以下の４つのリサ
ーチクエスチョン「①新市区開発が失地農民の居住にいかなる影響を与えたか？ ②新市区の新
都市住民である失地農民と一般住民である分譲住宅の住民は、社会経済属性･ライルスタイル･
居住満足度において、どのような点で異なるか？ ③新市区住民は、なぜ旧市区ではなく新市区
居住を選択したか？④定住意識からみると、新市区の住民構造はどうなっていくか？」を提示し
た。 
住民アンケート結果の統計的検定やロジスティック回帰モデルの構築を通じて、「新市区開発
は多くの失地農民の居住環境を改善したものの、新市区の開発成果を実感していない住民も一
部存在していること、失地農民と一般住民間で社会経済的属性のみならずライフスタイル・居住満
足度にも大きな差異があること、世帯収入・自家用保有状況等が新市区／旧市区の選択構造を
規定し、少数の都市貧困層を除くと持ち家富裕層が新市区に転入し独特のライフスタイルを形成
していること、小学生を有する調査世帯内でも定住意識は多様であるが、住宅所有が定住意向を
顕著に高めていること」などを定量的に確認し、上記リサーチクエスチョンに解を与えることに成功
している。 
 さらに本論文は、適切な政策介入がなければ、このような社会的・空間的居住分化は固定化さ
れる可能性が高く、優良な教育資源へのアクセス不均衡や失地農民向けの再定住住宅の特徴
（立地や環境特性・居住水準、所有権や転売・賃貸可能性）によっては、新たな都市貧困層の集
中や社会的分断の拡大も懸念されることを指摘している。今後は、欧米のニュータウン研究が議
論してきたように、計画的新市街地建設の政策意図と成果をフォローし、各住民層の相互交流（あ
るいは対立）やコミュニティ活動の実態、世代交代時の居住変化の把握等へと分析の視座を広げ
ていくことが期待され、中国都市研究の新たな方向性を拓いた業績として評価できる。よって、博
士（経済学）の学位を授与するに相応しい内容と判断する。 
